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令和３年度 城陽市公共下水道事業報告書 

 

１ 概  況 

 

（１） 総括事項 

令和２年度に策定した下水道事業ビジョンに掲げる施策に必要な財源を確保し、令和

１１年度までに資金不足を解消するため、令和３年１０月に平均約１３．３％の下水道使用

料改定を行いました。使用料改定にあたっては、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う

経済情勢の悪化等を考慮し、一般会計からの１億円の長期借入金を原資とし、令和５年

度末まで軽減措置を併せて実施しました。 

また、資金不足解消の方策としては、前述の借入金の他に一般会計繰入金を令和３年

度から６．２億円に増額したほか、低所得者に対し実施していた基本使用料減免制度を

段階的に縮減し、令和５年度に廃止することとしました。 

 

ア 業務状況 

年間汚水処理量及び年間有収水量の推移は下表のとおりです。 

 

令和３年度の年間汚水処理量は８４６万８，５６０㎥で、前年度と比べて２６万９，６６７

㎥減少し、年間有収水量は８１３万７，４１８㎥で前年度と比べて２０万６，０４３㎥減少し

ました。 

また、令和３年度末における下水道普及率は前年度と同率の９９．５％、水洗化率は

９４．９％となり、前年度と比べて０．４ポイント増加しました。 

令和３年度の建設改良事業では、下水道事業ビジョンの最重点施策「重要な管路の

耐震性確保」を推し進めるため、令和２年度に引き続き既存下水道施設の耐震診断・

調査事業を実施しました。 

  

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

年間汚水処理量（千㎥） 7,7447,9027,8978,6138,5958,4148,4578,6638,7388,469

年間有収水量（千㎥） 7,6807,7737,8508,3428,3418,3198,3258,2478,3438,137

有収率（％） 99.2%98.4%99.4%96.9%97.1%98.9%98.4%95.2%95.5%96.1%
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イ 収益的収支の状況 

消費税抜きの総収益は２１億４，５９２万４，０３４円で、前年度に比べて３，７１１万８，

８３３円、率にして１．８％増加しました。このうち、下水道使用料収入は、前年度に比べ

て８，６７３万５，５３１円、率にして７．４％増加しました。これは、令和２年度に新型コロ

ナウイルス感染症拡大により、影響を受けた市民の負担軽減を図るため、全下水道契

約者を対象に１期２か月分の基本使用料金を減免していた分が皆減となったことや、

令和３年１０月に使用料を改定したことなどによるものです。 

次に、総費用は１６億７，４２８万８，００７円で、前年度に比べ４，８６５万１，７１８円、率

にして２．８％減少しました。これは、企業債利息が３，２９５万９５０円減少したことなどに

よるものです。 

この結果、収益的収支では４億７，１６３万６，０２７円の純利益となりました。 

なお、この純利益は地方公営企業法第３２条第１項の規定に基づく繰越欠損金の補

塡に使用し、翌年度へ繰り越す累積欠損金は２６億５，４４２万４，７２２円となりました。 

 

ウ 資本的収支の状況 

資本的収入は、消費税込みの総額で１５億３９９万２，０００円となり、前年度に比べ、

７，７１０万６，４２０円、率にして５．４％増加しました。これは、前述のとおり一般会計か

ら１億円を長期で借入れたことなどによるものです。 

資本的支出では、消費税込みの総額で２１億７，９１６万７，９３０円となり、前年度に

比べ、８，７９７万３，４５７円、率にして３．９％減少しました。これは、企業債及び他会計

借入金に係る償還金が１億５，７５９万４，７７３円減少したことなどによるものです。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額の６億７，５１７万５，９３０円は、当年度

消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，８８５万２，２１８円及び当年度分損益勘

定留保資金６億５，６３２万３，７１２円で補塡しました。 
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エ 下水道事業ビジョンの進捗評価 

下水道事業ビジョンの最重点施策「重要な管路の耐震性確保」の進捗状況は下記の

とおりです。 

 

指標 

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 11 年度   
前年度 

比較 
(計画初年度) (計画 2 年度) (計画最終年度)   

決算 決算 目標   

① 重要な幹線等の耐震化率 58.6% 99.9% 100.0%   41.3 ﾎﾟｲﾝﾄ  

② その他の幹線の耐震化率 0.7% 17.2% 推進   16.5 ﾎﾟｲﾝﾄ  

③ 重要な管路の耐震化率 26.2% 57.6% 49.2%   31.4 ﾎﾟｲﾝﾄ  

 

下水道施設の耐震診断・調査事業の結果、耐震化率の上乗せができたため、上記の

とおり耐震化率が増加しました。引き続き、その他の幹線についても耐震診断・調査業

務を進めてまいります。 

また、下水道事業ビジョンに掲げる経営目標については下記のとおりです。 

 

指標 

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 11 年度   
前年度 

比較 
(計画初年度) (計画 2 年度) (計画最終年度)   

決算 決算 目標   

① 有収率  95.5%  96.1% 98.5%   0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ 

② 
使用料収益に対する 

企業債残高の割合 
 1,722.9%  1,542.4% 1,000%以下   △180.5 ﾎﾟｲﾝﾄ 

③ 

処理区域内人口 1 人当たり 

企業債残高 
269.6千円 260.8千円 200.0 千円以下   △8.8千円 

④ 企業債残高 20,256 百万円 19,472 百万円 
12,000 百万円 

以下 
  △784百万円 

 

企業債残高が前年度に比べて約７８４百万円減少したことに伴い、使用料収益に対

する企業債残高の割合や処理区域内人口１人当たり企業債残高の指標が良化してい

ます。
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（２） 経営指標に関する事項 

      令和３年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、

前年度と比べて５．８ポイント増加した１２８．２％となっており、健全経営の水準とされる

１００％を上回っています。また、使用料水準の妥当性を示す経費回収率は、前年度

と比べて８．６ポイント増加した１０２．８％となり、事業に必要な費用を使用料収益で賄

えている状況とされる１００％を上回っています。 

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度と比

べて２．２ポイント増加した３１．２％、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す

管渠老朽化率は、法定耐用年数を経過した管渠がなく０．０％となっています。 

 

＜経営指標の推移＞ 

指標 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

① 経常収支比率 117.5% 122.4% 128.2% 

② 経費回収率 105.0% 94.2% 102.8% 

③ 有形固定資産減価償却率 26.8% 29.0% 31.2% 

④ 管渠老朽化率 0.0% 0.0% 0.0% 

 



（３）　議会議決事項（議会報告事項含む）

（４）　行政官庁認可事項

（５）　職員に関する事項

※（　）書の人数は、水道事業会計に含めているため合計数から除いている。

※　再任用職員及び会計年度任用職員を含む。

（６） 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　 　　該当なし

 ２ 　工　　事

（１） 建設改良工事の概況（1件　10,000千円以上の工事）

　　 　　該当なし

申請等年月日

経 営 管 理 課 1 1 0

計 10 9 △ 1

次　　長 （1） （1） （0）

上 下 水 道 課
（公共下水道事業）

9 8（2） △ 1

② ②－①

部　　長 （1） （1） （0）

（単位：人）

区　　分
令和3年3月1日 令和4年3月1日 増    減

①

件　　　　　　　　　名 許可等年月日

令和3年7月13日 京都府知事 令和３年度　地方債の許可について 令和3年10月29日

申請先

議案第５５号
令和２年度（２０２０年度）城陽市公共下水
道事業会計決算の認定について

令和3年10月12日 令和3年11月30日

議案第 ７ 号
令和４年度（２０２２年度）城陽市公共下水
道事業会計予算

令和4年2月21日 令和4年3月29日

番　　　　号 件　　　　　　　　　　名 提出年月日 議決年月日

報告第 ８ 号
令和２年度（２０２０年度）城陽市公共下水
道事業会計予算繰越計算書の報告について

令和3年6月17日 ―

 5



 ３ 　業    務

  （１）　業務量比較表

令和元年度 令和２年度 令和３年度

① ② ③＝②－① ③／①×100

人 人 人 人 ％
75,880 75,515 75,034 △ 481 △ 0.6

ｈａ ｈａ ｈａ ｈａ ％
936 937 937 0 0.0

人 人 人 人 ％
75,494 75,146 74,664 △ 482 △ 0.6

％ ％ ％ ％ ％
99.5 99.5 99.5 0.0 0.0

人 人 人 人 ％
70,741 71,012 70,850 △ 162 △ 0.2

％ ％ ％ ％ ％
93.7 94.5 94.9 0.4 0.4

㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ％

　

8,663,375 8,738,227 8,468,560 △ 269,667 △ 3.1

㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ％
23,670 23,940 23,202 △ 738 △ 3.1

ℓ ℓ ℓ ℓ ％
335 337 327 △ 10 △ 3.0

㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ％
8,246,879 8,343,461 8,137,418 △ 206,043 △ 2.5

％ ％ ％ ％ ％
95.2 95.5 96.1 0.6 0.6

円/㎥ 円/㎥ 円/㎥ 円/㎥ ％

150.54 140.91 155.13 14.22 10.1
(163.59) (155.00) (170.65) (15.65) (10.1)

円/㎥ 円/㎥ 円/㎥ 円/㎥ ％
145.07 144.99 142.02 △ 2.97 △ 2.0

(156.50) (157.58) (155.22) (△ 2.36) (△ 1.5)

使 用 料 単 価

汚 水 処 理 原 価

（注）使用料単価及び汚水処理原価の（　）書は、税込価格である。

　　　汚水処理原価は、国庫補助金に係る長期前受金戻入益を控除している。

１人１日平均汚水処理量

年 間 有 収 水 量

有 収 率

水 洗 化 率 （ 人 口 ）

年 間 汚 水 処 理 量

１ 日 平 均 汚 水 処 理 量

処 理 区 域 内 人 口

普 及 率 （ 人 口 ）

水 洗 便 所 設 置 済 人 口

　　　　　　　年　度
　項　目

比　　　較

行 政 区 域 内 人 口

処 理 区 域 面 積
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